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①マンションの現状・課題
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旧耐震基準ストック
約10３万戸

新規供給戸数
（左目盛り：万戸）

分譲マンションストック戸数

○ 令和２年末のマンションストック総数は、６７５万戸。

○ 平成27年国勢調査による１世帯当たり平均人員（2.33）をかけると、１,５７３万人が居住。

【注】 １．ここでいうマンションは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
２．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計。ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に各年末時点の戸数を推計した。
３．昭和43年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した。 2

築30年築40年

ストック戸数
（右目盛り：万戸）
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築40年超
（H3以前）
231.9万戸

築40年超
（H13以前）
404.6万戸

築40年超
（S61以前）
159.1万戸

築40年超
（S56以前）
103.3万戸

築４０年を超えるマンションの増加

【出典】 現在の築50年超の分譲マンション戸数は、国土交通省が把握している築50年超の公団・公社住宅の戸数を基に推計
５、10、20年後に築30、40、50年超となる分譲マンション戸数は、建築着工統計及び国土交通省が把握している除却戸数等を基に推計したR2末時点の分譲マンションストック戸数を基に推計

○ 築４０年超の高経年マンションは１０３万戸（マンションストック総数の約１５％）。

○ １０年後には２.２倍の２３２万戸、２０年後には３.９倍の４０５万戸に急増。

（万戸）

令和２年末 令和７年末 令和12年末 令和22年末
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■マンション内の借家の割合 － 建築時期別（棟数ベース）

区分所有者の高齢化・非居住化
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〇 経年とともに、区分所有者の高齢化・非居住化（賃貸・空き住戸化）が進行。

〇 管理組合の役員の担い手不足、総会運営や集会の議決が困難になる等の課題が発生。

■マンション居住者が60歳以上のみの世帯の割合
－ 建築時期別
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【出典】 平成25年度住宅・土地統計調査



不明

31.4%

N=1,529

適切な長期修繕計画・修繕積立金の不足
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〇 適切な修繕積立金額（計画期間２５年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金の額）を設定
しているマンションの割合は増加しているものの、平成３０年度においても５４％にとどまっている。

〇 積立額が計画に比べて不足しているマンションが３５%。

■修繕積立金の積立状況■計画期間25年以上の長期修繕計画に基づき
修繕積立金の額を設定している管理組合の割合

【出典】 平成30年度マンション総合調査

積立額が計画に比べて不足しているマンション：34.8%

現在の修繕積立金
残高が計画に

比べて余剰がある
33.8%

計画に対して
5%超～10%の不足

2.1%

計画に対して
10%超～20%の不足

2.5%

計画に対して
20%超の不足
15.5%

計画に対して
5%以下の不足
14.7%
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新耐震基準マンションの高経年化
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【出典】 現在の築50年超の分譲マンション戸数は、国土交通省が把握している築50年超の公団・公社住宅の戸数を基に推計

５、10、20年後に築30、40、50年超となる分譲マンション戸数は、建築着工統計及び国土交通省が把握している除却戸数等を基に推計したR1末時点の分譲マンションストック戸数を基に推計

（万戸）

令和2年末 令和7年末 令和12年末 令和23年末

〇 築４０年超の新耐震基準マンションが５年後には56万戸。

〇 １０年後にはその２.3倍の１２９万戸、２０年後にはその５.4倍の３０１万戸に急増。

約103万戸

旧
耐
震

新
耐
震



高経年マンションにおける修繕不足の懸念

7【出典】 平成30年度マンション総合調査

〇 築４０年超の高経年マンションでは、共用部分である外壁等の剥落、鉄筋の露出・腐食、給排水
管の老朽化といった生命・身体・財産に影響する問題を抱えるものが多い。



外部不経済の発生
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マンションの２階廊下部分が崩落した事例 外壁、手すりが崩落した事例

建物の傷みが著しく外壁の剥落、鉄骨の露出などが見られる事例

＜外観＞ ＜1階廊下天井＞ ＜外観（妻側）＞ ＜外観（平側）＞

＜外観＞ ＜内観＞

〇 適切な管理・再生が行われず、居住者・近隣住民等の生命・身体に危険を生じるマンションが発生。

〇 管理不全マンションへの対応には、多大な時間的・金銭的コストを要するおそれ。
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〇 タワーマンションの出現に象徴される大規模化、設備の高度化、複合用途化等に伴い、マンション

管理の専門化・複雑化は従前に比べ格段に進んでいる。

マンションの大規模化等

9

■マンションの階数別棟数と割合

【出典】平成30年度マンション総合調査

マンションの完成年次

■全国のタワーマンション※の累積棟数及び新規竣工棟数

【出典】（株）東京カンテイ タワーマンションの供給動向※最高階数が20階以上

累積棟数

新規竣工棟数

棟

1,342棟

1,584棟
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マンション建替えの実施状況

○ マンション建替えの実績は累計で２６３件、約２１,９００戸（Ｒ.３.４.１時点）。

（件）

※ 国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数を集計
※ 阪神・淡路大震災、東日本大震災及び熊本地震による被災マンションの建替え（計114件）は含まない
※ 上記のほか、マンション敷地売却制度に基づく買受計画の認定を受けたものは14件、うちマンションの除却に至ったものは3件ある

87 91 105 117 128 144 160 168 182 190 201 212 227 231 237 244 254
工事完了
件数 263



建替事業における採算性の低下
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〇 建替え実現事例の従前従後の利用容積率比率は低下傾向。

〇 マンション建替えにおける区分所有者の平均負担額は近年増加傾向にある。

【出典】 平成28年度マンションの再生手法及び合意形成に係る調査
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■ 建替え後竣工年代別 区分所有者の平均負担額

【出典】 国土交通省が把握している建替え事例等から分析

区分所有者の
平均負担額は
年々増加傾向



大規模団地における建替えの検討

12

■ マンション全体のストック・建替事例・検討中事例の規模割合比較

【出典】国土交通省が把握している建替事例及び平成30年度マンション総合調査により分析

〇 これまでの建替え事例は、小規模な場合が多い（事例全体の約８割が100戸以下）。

〇 今後、より大規模な団地型マンションの建替えが検討時期に入っていくことが予想される。

N=1,653

N=242

N=104

建替実現事例は

100戸以下が75.2％

■ 団地型マンションのストック・建替事例・検討中事例の規模割合比較
検討中事例は

201戸以上が77.8％
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②マンション管理適正化法・マンション建替法の改正



背景・必要性

法律の概要

マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
円
滑
化
法
の
改
正

①除却の必要性に係る認定対象の拡充 【公布後１年６か月以内施行】

マンションの再生の円滑化の推進

【令和2年6月16日成立、6月24日公布】

除却の必要性に係る認定対象に、現行の耐震性不足のものに加え、以下を追加
１）外壁の剥落等により危害を生ずるおそれがあるマンション等

・4/5以上の同意によりマンション敷地売却を可能に
・建替時の容積率特例

２）バリアフリー性能が確保されていないマンション等
・建替時の容積率特例

（建物の傷みが著しく外壁の剥落等が生じた事例）②団地における敷地分割制度の創設 【公布後２年以内施行】

上記１）等の要除却認定を受けた老朽化マンションを含む団地において、敷地共有者の
４／５以上の同意によりマンション敷地の分割を可能とする制度を創設

敷地分割により要除却認定
マンションの売却・建替えを
円滑化

要除却認定マンション

国土交通大臣は、マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針を策定

②地方公共団体によるマンション管理適正化の推進 【公布後２年以内施行】

マンション管理の適正化の推進

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
法
の
改
正

①国による基本方針の策定 【公布後２年以内施行】

地方公共団体※による以下の措置を講じる
○マンション管理適正化推進計画制度 ･･･基本方針に基づき、管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項等を定める計画を

作成（任意）

○管理適正化のための指導・助言等･･･管理の適正化のために、必要に応じて、管理組合に対して指導・助言等

○管理計画認定制度･･･マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体は適切な管理計画を有するマンションを認定

※事務主体は市・区（市・区以外は都道府県）

マンションの管理の適正化の推進に関する法律及び
マンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律

◆ 築40年超のマンションは現在の103万戸から10年後には約2.2倍の232万戸、20年後には約3.9倍の405万
戸となるなど、今後、老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンションが急増する見込み

◆ 老朽化を抑制し、周辺への危害等を防止するための維持管理の適正化や老朽化が進み維持修繕等が困難な
マンションの再生に向けた取組の強化が喫緊の課題

①②：令和４年４月１日施行

①：令和３年12月20日施行
②：令和４年４月１日施行
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管理の適正化と再生の円滑化の一体的な対応の必要性

管理の適正化の推進

■マンションの適正な管理と再生フロー（イメージ）

入居 管理 修繕・改良 建替え

敷地売却

繰り返し

新築 補修点検等を行い、
日常管理を実施

適時適切な時期に
計画修繕を実施

建替えにより新たな
マンションを建設

売却により更地化

再生の円滑化の推進

・ 行政の役割の強化を通じた管理組合によるマンションの適正管理の推進と、老朽化等が進み維持修繕
等が困難なマンションの再生（建替えや売却等）の更なる円滑化の一体的な対応が必要

＜マンションの管理の適正化の推進＞
○ 国による基本方針の策定
○ 地方公共団体によるマンション管理適正化の推進

＜マンションの再生の円滑化の推進＞
○ マンションの敷地売却事業の対象の拡大
○ 容積率の緩和特例の適用対象の拡大
○ 団地における敷地分割制度の創設

修繕・改良が
困難な場合

例：耐震性不足
老朽化 等

15
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②－１ マンション管理適正化法の改正



マンションの管理の適正化の推進 【マンション管理適正化法の改正】

〇マンションの管理の適正化の推進のため、国による基本方針の策定、地方公共団体による計画の策定、
指導・助言等の制度等を創設

管理の適正化のために必要に応じて

助言及び指導を行い、管理組合の管

理・運営が著しく不適切であることを把

握したときは勧告をすることができる

※管理・運営が不適切なマンションの例
・管理組合の実態がない
・管理規約が存在しない
・管理者等が定められていない
・集会（総会）が開催されていない 等

※ 現在、地方公共団体により行われている
マンション管理適正化のための取組の事例

・専門家の派遣
・セミナーの開催
・相談窓口の設置 等

計画を定めた地方公共団体は、一定の基準
を満たすマンションの管理計画を認定すること
ができる

※ 認定の際に確認する事項
・修繕その他の管理の方法
・資金計画
・管理組合の運営状況 等

助言、指導及び勧告

◆マンション管理適正化法の改正

管理水準・高

管理水準・低

＜マンションの管理水準のイメージ＞

（管理が不適切なマンション）

国によるマンションの管理の適正化の推進を図るための基本方針の策定

地方公共団体によるマンション管理適正化の推進

国の基本方針に基づき、地方公共団体は
管理適正化の推進のための計画を策定

※ 管理適正化推進計画の内容
・マンションの管理状況の実態把握方法
・マンションの管理適正化の推進施策 等

マンション管理適正化推進計画制度(任意)

※ 事務主体は市区（市区以外の区域は都道府県）

適切な管理を
行うマンション

管理水準の
底上げ

管理計画認定制度

17



地方公共団体の権限強化

① 管理不全マンションに対し、法律に基づ
く助言や指導等が可能に

② マンションの管理適正化を推進するため
の計画（推進計画）が作成可能に

＊計画の作成主体は、原則、市区の区域については
市区、町村の区域については都道府県。

③ 個々のマンションの管理計画を認定する
制度の創設（認定制度）

＊認定を行うためには、推進計画を作成しているこ
とが必要。

マンション政策における地方公共団体の権限強化

・今後、築40年を超えるマンションの急増が見込まれるが、管理不全マンションの対応には、多大な時間
的・金銭的コストを要するおそれがある

・今般のマンション管理適正化法（マン管法）の改正は、地方公共団体の権限強化がポイントの１つ

【管理不全マンションへの対応事例】

＜外壁や手すりが崩落＞

■ 1972年竣工 鉄骨造／地上３階・９戸

2010年 建築基準法に基づく勧告

2013年 所有者に改善指導書送付

2018年 空き家対策特別措置法の特定空き家に指定

2019年 所有者に対して解体命令

2020年 行政代執行（解体工事費1.18億円） 18



推進計画の作成を予定している団体（令和3年7月調査時点）

※括弧内の数は団体数。
※端数処理の都合上、割合の合計が一致しない場合がある。

21.7%

8.7%

20.0%

40.0%

40.4%

25.3%

4.3%

13.0%

4.7%

15.0%

4.3%

6.3%

10.9%

17.4%

15.3%

40.0%

12.8%

16.3%

15.2%

47.8%

22.4%

5.0%

8.5%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般市
（n=46）

東京23区
（n=23）

中核市・特例市
（n=85）

政令指定都市
（n=20）

都道府県
（n=47）

全国
（n=221）

令和３年度中（改正法施行まで） 令和４年４月～９月中

令和４年１０月～令和５年３月中 令和５年度以降

67.0%
（148）

66.0%
（31）

62.4%
（53）

100%
（20）

87.0%
（20）

52.2%
（24）

マンション管理適正化推進計画の作成意向
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マンションの管理計画認定制度の概要

マンション管理適正化推進計画を
作成した市区（町村は都道府県）

認定
（５年毎の更新）

認定申請を
集会で決議

＜管理計画認定の流れ（イメージ）＞

認定申請

マンションの管理組合の管理者等

〇マンションの管理組合は、自らのマンションにおける管理計画を地方公共団体（※）に提出し、一定の
基準を満たす場合、地方公共団体の長による認定を受けることが可能。

（※）認定には、マンションが所在する地方公共団体がマンション管理適正化推進計画を作成していることが必要。

＜管理計画認定による好循環＞

管理計画
認定

市場評価

管理意識の
向上

管理の
適正化

【認定基準（主なもの）】
（１）修繕その他管理の方法

・長期修繕計画の計画期間が一定期間以上あること 等
（２）修繕その他の管理に係る資金計画

・長期修繕計画に基づき修繕積立金を設定されていること 等
（３）管理組合の運営状況

・総会を定期的に開催していること 等
（４）管理適正化指針・市区独自の管理適正化指針に照らして

適切なものであること

・認定制度を通じて、マ
ンションの管理適正化が
推進される

・マンションの売却・購入
予定者だけでなく、区分
所有者や居住者にとって
もメリットが期待される

20



助言・指導・勧告を行う判断基準の目安 管理計画認定の基準

○管理組合の運営

・管理者等が定められていない
・集会（総会）が開催されていない

・管理者等及び監事が定められている
・集会（総会）が定期的に開催されている

○管理規約

・管理規約が存在しない ・管理規約が作成されている
・管理規約にて下記について定めている

・緊急時等における専有部分の立入り
・修繕等の履歴情報の保管
・管理組合の財務・管理に関する情報の提供

○管理組合の経理

・管理費と修繕積立金の区分経理がされていない ・管理費と修繕積立金の区分経理がされている
・修繕積立金会計から他の会計への充当がされていない
・修繕積立金の滞納に適切に対処されている

○長期修繕計画の作成及び見直し等

・修繕積立金が積み立てられていない ・長期修繕計画（標準様式準拠）の内容及びこれに基づき算定された修繕
積立金が集会（総会）で決議されている

・長期修繕計画が７年以内に作成又は見直しがされている
・長期修繕計画の計画期間が30年以上かつ残存期間内に大規模修繕工
事が２回以上含まれている

・長期修繕計画において将来の一時金の徴収を予定していない
・長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕
積立金の平均額が著しく低額でない

・計画期間の最終年度において、借入金の残高のない計画となっている

○その他

・組合員名簿、居住者名簿が適切に備えられている
・都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切なものである 21

助言・指導・勧告基準と管理計画認定基準（基本方針より抜粋）
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管理計画認定制度に関する事務手続き

【期待される認定のメリット】

・市場における評価、管理水準の維持向上 ・地域価値の向上、空き住戸の減少

【認定の流れ（イメージ）】

〇計画を定めた地方公共団体は、一定の基準を満たすマンションの管理計画を認定することが可能

○（公財）マンション管理センターによる管理計画認定手続支援サービスを導入し、地方公共団体による審査事
務負担の軽減等を図ることを予定。

○管理計画認定を取得したマンションの取得等については、金利の引下げ措置（※）を講じることを検討中。
※住宅金融支援機構融資（フラット35、マンション共用部分リフォーム融資）

⑤認定
（5年毎の更新）

事前確認・認定申請を
集会で決議

④認定申請

マンションの管理組合の管理者等（管理組合）

マンション管理士

②事前確認

①認定申請依頼

推進計画を作成した市区
（町村は都道府県）

マンション管理センター

③事前確認適合通知



※ 管理計画認定制度の認定基準に準じて、原始規約や長期修繕計画案などから審査を行う予定

マンション分譲会社 （管理会社と連名申請）

①予備認定依頼

② 予備認定適合通知（※）

法律に基づく管理計画認定制度
（推進計画を作成した自治体に存する

既存マンションが対象）

新築マンションを対象とした仕組み
（予備認定）

マンション管理センター

マンション購入者

③適合通知の交付
①事前確認依頼

管理組合

②事前確認適合通知

地方公共団体

マンション管理センター

③計画認定の申請
④認定証の発行

新築マンションを対象とした認定（予備認定）

〇 法律に基づく管理計画認定制度とは別に、新築マンションを対象とした認定制度の導入を検討中（予備
認定）。

※自治体による推進計画策定の有無を問わず、全国で認定を可能とする仕組みとする予定

〇 地方公共団体の管理計画認定制度と一体的に運用されることで、全体としてマンションの適正な管理につ
なげていくねらい。

※予備認定を受けた新築マンションの取得について、住宅金融支援機構のフラット35の金利引き下げ等の措
置を検討。
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長期修繕計画の計画期間

長期修繕計画ガイドライン等の改訂(概要)
■ガイドラインの概要
・長期修繕計画の作成または見直しにあたっての指針を示すもの（主に管理組合向け）

・長期修繕計画に必要な要素（※１）を示したうえで、修繕工事項目（※2）等について様式を設けることで、適切な大規模修繕工事

が行われる長期修繕計画の策定を促すもの。

※1 ①建物・設備の概要、②調査診断の概要、③長期修繕計画の内容（計画期間、修繕項目・周期・工事費、収支計画等） ④修繕積立金の額など

※2 修繕工事項目として、屋根防水、床防水、外壁塗装等、給排水設備、立体駐車場設備など19項目を列挙

■主な見直しの内容
①望ましい長期修繕の計画期間として、現行のガイドラインでは25年以上としていた既存マンションの長期修繕計画期間を、新築マンション

と同様、大規模修繕工事２回を含む30年以上とする。

②大規模修繕工事の修繕周期の目安について、工事事例等を踏まえ一定の幅を持たせた記載とする。

※ 現行のガイドラインの参考例：外壁の塗装塗替え：12年 → 12～15年、空調・換気設備の取換：15年 → 13～17年など

③社会的な要請を踏まえて、修繕工事を行うにあたっての有効性などを追記。

・ マンションの省エネ性能を向上させる改修工事（壁や屋上の外断熱改修工事や窓の断熱改修工事等）の有効性。

・エレベーターの点検にあたり、国土交通省がH28年２月に策定した「昇降機の適切な維持管理に関する指針」に沿って定期的に点検を行うことの重要性。

対象部位等
工事区分

（参考）

修繕周期

（参考）

想定している修繕方法等

（参考）

２　屋根防水

３　外壁塗装等床防水

４　外壁塗装等

５　鉄部塗装等

（様式第3-2号）　推定修繕工事項目、修繕周期等の設定内容

推定修繕工事項目

Ⅰ　仮設

１　仮設工事

　Ⅱ　建物

①共通仮設 仮設 12～15年 仮設事務所、資材置き場等

②直接仮設 仮設 12～15年 枠組足場、養生シート等

①屋上防水（保護） 屋上、塔屋、ルーフバルコニー

補修・修繕 12～15年 伸縮目地の打替え、保護コンクリート部分補修

撤去・新設 24～30年 下地処理、ウレタン塗膜防水通気緩衝工法

②屋上防水（露出） 屋上、塔屋

補修・修繕 12～15年 下地処理、保護塗装（トップコート塗り）

撤去・新設 24～30年 下地処理、改質アスファルト防水（撤去・新規防水）

③傾斜屋根 屋根

補修・修繕 12～15年 塗装・部分補修

撤去・葺替 24～30年
既存屋根材を全面撤去の上、下地補修、葺替え（ガルバリウム
鋼板等）

④庇・笠木等防水 庇天端、笠木天端、パラペット天端・アゴ、架台天端等 修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、ウレタン塗膜防水

①バルコニー床防水
バルコニーの床

（側溝、幅木を含む）
修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地調整、ウレタン塗膜防水

②開放廊下・階段等床

防水

開放廊下・階段の床

（側溝、幅木を含む）
修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地調整、ウレタン塗膜防水

①躯体コンクリート補修
外壁、屋根、床、手すり壁、軒天（上げ裏）、庇等

（コンクリート、モルタル部分）
補修 12～15年 ひび割れ･欠損・爆裂補修

②外壁塗装

（雨掛かり部分）
外壁、手すり壁等

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既存塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

③外壁塗装

（非雨掛かり部分）
外壁、手すり壁等

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

④軒天塗装 開放廊下・階段、バルコニー等の軒天（上げ裏）部分

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

⑤タイル張補修 外壁・手すり壁等 補修 12～15年 欠損・亀裂・浮部分補修、タイル面洗浄、磁器質タイル貼替え

⑥シーリング 外壁目地、建具周り、スリーブ周り、部材接合部等 打替 12～15年
コンクリートの打継ぎ目地、サッシ回り、タイル伸縮目地のコーキ
ング打替え

①鉄部塗装

（雨掛かり部分）

（鋼製）開放廊下・階段、バルコニーの手すり 塗替 5～7年 ケレン･錆止め･塗替

対象部位等
工事区分

（参考）

修繕周期

（参考）

想定している修繕方法等

（参考）

２　屋根防水

３　外壁塗装等床防水

４　外壁塗装等

５　鉄部塗装等

（様式第3-2号）　推定修繕工事項目、修繕周期等の設定内容

推定修繕工事項目

Ⅰ　仮設

１　仮設工事

　Ⅱ　建物

①共通仮設 仮設 12～15年 仮設事務所、資材置き場等

②直接仮設 仮設 12～15年 枠組足場、養生シート等

①屋上防水（保護） 屋上、塔屋、ルーフバルコニー

補修・修繕 12～15年 伸縮目地の打替え、保護コンクリート部分補修

撤去・新設 24～30年 下地処理、ウレタン塗膜防水通気緩衝工法

②屋上防水（露出） 屋上、塔屋

補修・修繕 12～15年 下地処理、保護塗装（トップコート塗り）

撤去・新設 24～30年 下地処理、改質アスファルト防水（撤去・新規防水）

③傾斜屋根 屋根

補修・修繕 12～15年 塗装・部分補修

撤去・葺替 24～30年
既存屋根材を全面撤去の上、下地補修、葺替え（ガルバリウム
鋼板等）

④庇・笠木等防水 庇天端、笠木天端、パラペット天端・アゴ、架台天端等 修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、ウレタン塗膜防水

①バルコニー床防水
バルコニーの床

（側溝、幅木を含む）
修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地調整、ウレタン塗膜防水

②開放廊下・階段等床

防水

開放廊下・階段の床

（側溝、幅木を含む）
修繕 12～15年 高圧水洗の上、下地調整、ウレタン塗膜防水

①躯体コンクリート補修
外壁、屋根、床、手すり壁、軒天（上げ裏）、庇等

（コンクリート、モルタル部分）
補修 12～15年 ひび割れ･欠損・爆裂補修

②外壁塗装

（雨掛かり部分）
外壁、手すり壁等

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既存塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

③外壁塗装

（非雨掛かり部分）
外壁、手すり壁等

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

④軒天塗装 開放廊下・階段、バルコニー等の軒天（上げ裏）部分

塗替 12～15年 高圧水洗の上、下地処理、アクリルシリコン樹脂塗材

除去・塗装 24～30年 既塗膜除去、アクリルシリコン樹脂塗材（撤去・新規防水）

⑤タイル張補修 外壁・手すり壁等 補修 12～15年 欠損・亀裂・浮部分補修、タイル面洗浄、磁器質タイル貼替え

⑥シーリング 外壁目地、建具周り、スリーブ周り、部材接合部等 打替 12～15年
コンクリートの打継ぎ目地、サッシ回り、タイル伸縮目地のコーキ
ング打替え

①鉄部塗装

（雨掛かり部分）

（鋼製）開放廊下・階段、バルコニーの手すり 塗替 5～7年 ケレン･錆止め･塗替

修繕周期の参考例
12~15年（現行：12年）

修繕周期の記載の例

（現行）
計画期間は、新築マンションの場合は、30年以上とし、既存マンションの
場合は、25年以上とします。
※大規模修繕工事が２回含まれる期間以上とする旨は同コメントに記

載

（改訂後）
計画期間は、30年以上で、かつ大規模修繕工事が２回含まれる期間
以上とします。

〇ガイドラインからの抜粋 「第１節 長期修繕計画の作成の方法」より

策定年：
平成20年6月

※上記見直しの内容はマンション管理計画認定制度の認定基準に用いられる予定です。

9/28公表
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専有面積当たりの修繕積立金額の目安

マンションの修繕積立金に関するガイドラインの改訂(概要)

■ガイドラインの概要
・修繕積立金額の目安を㎡単価で示すとともに、積立方法（均等積立方式と段階増額積立方式）について解説することで、

適切な修繕積立金額の設定や理解を促すもの（主に新築マンションの購入予定者向け）

・事例に基づいて修繕積立金の額の目安を示すとともに、修繕積立金の積立方法について解説を行っているもの。

■主な見直しの内容
①適切な長期修繕計画に基づく修繕積立金の事例を踏まえ、目安とする修繕積立金の㎡単価を更新

②ガイドラインのターゲットとして、既存マンションも対象に追加し、修繕積立金額の目安に係る計算式を見直し。

※計算式の変更点：既存マンションにおける長期修繕計画の見直し等に用いられることを想定し、すでに積み立てられた修繕積立金

の残高をもとに修繕積立金の目安額を算出する計算式に変更

修繕積立金額の目安との比較方法

購入予定のマンションの
修繕積立金額の目安
（円／月）【Y】

× 購入予定のマンションの
専有床面積（㎡）【X】

専有床面積当たりの修
繕積立金額の目安
（円／㎡・月）【A】

（現行）

（改訂後）
計画期間当初にお
ける修繕積立金の
残高（円）【A】

計画期間全体で集
める修繕積立金の
総額（円）【B】

マンションの総専有床
面積（㎡）【X】

長期修繕計画の計画
期間（ヶ月）【Y】

＝
計画期間全体における
修繕積立金の平均額
（円／㎡・月）【Z】

＋

×

※現行のガイドラインで示す修繕積立金額の目安【A】に、購入予定のマンションの専有床面積【X】を
乗じて得られた額【Y】を、分譲事業者から提示された修繕積立金額と比較して水準の適切さを判断

※上記見直しの内容はマンション管理計画認定制度の認定基準に用いられる予定です。

月額の専有面積当たりの修繕積立金額

地上階/建築延床面積
平均値

＝

※長期修繕計画書に記載されている修繕積立金の残高【A】に計画期間全体で集める修繕積立金の
総額【B】を加算して、月額の㎡単価で除して得られた金額【Z】を、左記の改訂版ガイドラインで示す
修繕積立金額の目安と比較して水準の適切さを判断

策定年：
平成23年4月

9/28公表
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②－２ マンション建替円滑化法の改正



除却の必要性に係る認定対象の拡充 【法102条２項】

外壁が崩壊等した事例２階の廊下部分が崩落した事例

（外壁等の剥落により危害が生ずるおそれがあるマンションの例）

＜1階廊下天井＞＜外観＞ ＜外観＞

マンション敷地売却事業の対象の拡大 【法108条】

○ 耐震性が不足するものに加え、外壁等の剥落により危害が
生ずるおそれがあるマンション等について、多数決により実施
できるマンション敷地売却事業の対象とする

容積率の緩和特例の適用対象の拡大 【法105条】

○ 耐震性が不足するものに加え、外壁等の剥落により危害が
生ずるおそれがあるマンションやバリアフリー性能が確保されて
いないマンション等を容積率緩和特例の対象とする

（容積率緩和のイメージ）

マンションへの
建替え

容積率
の緩和

耐震性あり 耐震性なし

適用なし（全員合意【民法】）

適用あり
【マンション建替円滑化法】

（4/5の合意）

■ マンション敷地売却事業の適用対象

外壁等の剥落により危害が生ずる
おそれのあるマンション等を適用対象と
する（合意要件を ４／５に緩和）

対象の拡大

耐震性あり 耐震性なし

適用なし

適用あり
【マンション建替円滑化法】

■ 容積率緩和特例の適用対象

外壁等の剥落により危害が生ずる
おそれのあるマンション、バリアフリー性能が

確保されていないマンションなどを
容積率緩和特例の適用対象とする

対象の拡大

〇 老朽化が進み維持修繕が困難なマンションの再生の円滑化のため、除却の必要性に係る認定対象
を拡充し、マンション敷地売却事業の対象及び容積率の緩和特例の適用対象を拡大

※ 建替えは耐震性の有無にかかわらず4／5の合意で実施可能
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要除却認定の対象拡大 【マンション建替円滑化法の改正】



【追加③】 【法102条２項４号】

給水、排水その他の配管設備の損傷、腐食その他の
劣化により著しく衛生上有害となるおそれがあるもの
として国土交通大臣が定める基準に該当すると
認められるマンション

【追加④】 【法102条２項５号】

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律に規定する建築物移動等円滑化基準に
準ずるものとして国土交通大臣が
定める基準に適合していないと
認められるマンション

■ 容積率緩和特例の対象とするマンション

【追加①】 【法102条２項３号】

外壁、外装材その他これらに類する建物の部分が
剥離し、落下することにより周辺に危害を生ずる
おそれがあるものとして国土交通大臣が定める基準に
該当すると認められるマンション

■ マンション敷地売却制度及び容積率緩和特例の対象とするマンション

【追加②】 【法102条２項２号】

火災に対する安全性に係る建築基準法又はこれに
基づく命令若しくは条例の規定に準ずるものとして
国土交通大臣が定める基準に適合していないと
認められるマンション

追加される要除却認定の基準イメージ

例：外壁のひび割れ、鉄筋腐食
等が広範囲に生じ、外壁等の
落下のおそれがあるマンション 例：竪穴区画等の不適格であるマンション

例：改修が困難なスラブ下配管に
おいて、配管が腐食し漏水等
が生じているマンション

例：エレベーターが未設置で住戸
までの経路がバリアフリー化され
ていないマンション
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○設置の趣旨

令和２年６月に改正された「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」で拡充された除却の必要性に係る

認定基準について議論するため、有識者による検討会を設置する

○検討事項

・マンションの除却の必要性に係る認定基準（要除却認定基準）について 他

○委員 （委員は50音順） ○協力委員

（座長）
（座長代理）

深尾 精一
阿部 道彦
大塚 雅之
河 野 守
松田 雄二

首都大学東京名誉教授
工学院大学名誉教授
関東学院大学教授
東京理科大学教授
東京大学准教授

○スケジュール

・ 第１回 令和３年５月１３日 ・ 第２回 ６月７日 ・ 第３回 ８月２７日
事務局説明（基準の方向性） 意見交換（基準の概要他） 意見交換（基準案他）
意見交換

要除却認定基準に関する検討会

長谷川 洋
土 屋 直 子
藤 本 秀 一
小野久美子

成 瀬 友 宏
鍵 屋 浩 司

建築研究部部長
建築研究部材料・部材基準研究室主任研究官
住宅研究部住宅計画研究室室長
住宅研究部住宅生産研究室主任研究官

防火研究グループグループ長
防火研究グループ上席研究員

【国土交通省 国土技術政策総合研究所】

【国立研究開発法人 建築研究所】
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要除却認定基準の概要

分類 基準概要

生命・身体へ

の危険性が

ある

（参考）

耐震性不

足

耐震改修促進法第22条第2項及び第25条第2項の規定に基づき地震に対する安全上耐震関係規

定に準ずるものとして定める基準に適合していないもの （Ｉｓ値が0.6未満のもの）

火災安全

性

建築基準法の防火・避難規定に不適合で、簡易な修繕で適合させることが困難なもの

（防火区画、２以上の直通階段、非常用昇降機 など）

外壁等剥

落

鉄筋に沿った浮き・ひび割れ等が一定程度以上発生し、剥落の危険性が高いもの

（劣化グレード3の観測数＋劣化グレード2の観測数×0.71）÷調査箇所数≧ 0.34 など

住宅の基本

的条件である

生活インフラ

が不十分

配管設備

腐食等
スラブ下配管方式の排水管で、二箇所以上で漏水が生じているもの

バリアフ

リー

建物出入口から多数の者が利用する居室（集会室等）又は各住戸等に至る一の経路が、移動等

円滑化経路に適用される全ての基準に適合することを基準とし、これに該当していないもの

（階段・段を設けない（１階分の上下の移動に係る部分を除く）、廊下の幅が120cm以上 など）

「生命・身体への危険性がある」又は「住宅の基本的条件である生活インフラが不十分」なマンションのうち、簡易な
修繕で改善することが困難であり、除却することも合理的な選択肢の一つと考えられるものを対象とする。

基本的な考え方

マンション
敷地売却
事業及び
容積率緩
和特例の
対象

容積率緩
和特例の
対象

30

※本基準概要をもとに、省令・告示を改正予定



○ 棟や区画ごとのニーズに応じ、一部棟を存置しながらその他の棟の建替え・敷地売却を行うため、耐震性不足や外壁の剥落等
により危害が生ずるおそれのあるマンション等で除却の必要性に係る認定を受けたマンションを含む団地において、全員合意によ
らず、多数決により敷地の分割を可能とする

■ 団地型マンションにおける敷地分割の決議要件

団地型マンションにおいて、一部棟が耐震性不足や外壁等の剥落により危害が生ずる
おそれのあるマンションなどの場合、４/５の合意による敷地分割を可能に

要件の緩和

（敷地分割制度を活用した事業のイメージ）

一部街区が耐震性
不足等のため、敷地

売却の意向

敷地分割 一部街区で
事業を実施

マンション敷地
売却事業を

実施

団地における敷地分割制度の創設 【マンション建替円滑化法の改正】

※ 総マンションストックのうち、団地型マンションの割合は約１／３（約5,000団地、約200万戸）

〇 団地型マンションの再生に係る合意形成を図りやすくするため、団地における敷地分割制度を創設。

（特定要除却認定を受けたマンションを含む場合に限る）

団地における敷地分割制度の創設 【法115条の２～】

全員同意 【民法】

マンション建替
事業を実施
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要除却認定の種類と適用される制度の関係

除却の必要性に係る認定【法102条】

容積率緩和
の特例
【法105条】

マンション
敷地売却事業

【法108条～】

団地における
敷地分割事業

【法115条の４～】

耐震性の不足【法102条２項１号】 ○ ○ ○

火災に対する安全性の不足【法102条２項２号】 ○ ○ ○

外壁等の剥落により周辺に危害を生ずる
おそれ【法102条２項３号】

○ ○ ○

給排水管の腐食等により著しく衛生上有
害となるおそれ【法102条２項４号】

○ － －

バリアフリー基準への不適合【法102条２項５号】 ○ － －

※ 赤字が拡充・新設 32



マンション再生手法の決議要件 （法改正後）

態様 単棟マンション 団地型マンション

事業の対象 － 全棟 一部棟

改修

対象棟の ３／４【区分所有法】

ただし、形状又は効用の著しい変更を伴わない場合 【区分所有法】又は

耐震改修の必要性の認定を受けた耐震改修工事の場合 【耐震改修促進法】 過半数

建替え ４／５
【区分所有法】

全体の ４／５

かつ各棟の ２／３
【区分所有法】

対象棟の ４／５

かつ全体の ３／４
【区分所有法】

マンション
敷地売却

全員同意【民法】

ただし、特定要除却認定を

受けた場合 ４／５【マン建法】

全員同意【民法】

ただし、全棟が特定要除却
認定を受けた場合

各棟の ４／５【マン建法】

－

団地における
敷地分割

－

全員同意【民法】

ただし、特定要除却認定を
受けた棟の除却のための場合

全体の ４／５【マン建法】

－

※ 特定要除却認定：耐震性不足、火災安全性不足、外壁等剥落による除却の必要性の認定 【マン建法102条２項１～３号】 33


